
工　事　名　：　多世代交流施設機械設備工事

１　共同企業体について
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○提出期間：令和７年６月９日（月）～令和７年６月18日（水）　正午まで

表1.対象業者
総合評点 総合評点

1 特定 (有)末吉電水工業 1025 9 特定 (有)丸正工業 883
2 特定 (株)名護電水センター 984 10 特定 (株)松電 877
3 特定 (有)平良設備工業 972 11 特定 (株)秀KEN 872
4 特定 ヤナギ電設工業(株) 956 12 一般 (有)北部電水工業 843
5 特定 (有)北部空調設備 955 13 特定 (株)仲程電工 801
6 特定 (有)嶺井工業 904 14 一般 (有)三興建設工業 768
7 特定 (有)友屋工業 896 15 一般 (株)新光産業 761
8 特定 (有)北勇工業 896 16 一般 (有)ダイキ産業 756

　構成員の出資比率は、30％以上とする。

入　札　の　条　件

　本工事は名護市における管工事(A級)かつ名護市指定給排水装置工事事業者に登録
している業者より、２者の任意の組合せによる共同企業体を結成することによって入札の
参加を認める。

　共同企業体の代表者は、特定建設業許可を有する名護市における管一式工事(A級)登
録業者とする。
　ただし、上記の代表者としての条件を満たす者同士の組み合わせとなる場合において
は、名護市における管工事の総合評点の高い方を代表者とする。

　代表者から、建設業法に基づく現場代理人と主任技術者または監理技術者となり得る
国家資格取得者（1級管工事施工管理技士、技術士、建築設備士）を配置し、下請契約
の合計金額が５千万以上となる場合には監理技術者を配置する。
　構成員から主任技術者となり得る国家資格者（1・2級管工事施工管理技士、技術士、建
築設備士）を1人配置する。
（配置技術者については、3カ月以上の直接雇用関係にあること。）

　共同企業体は、甲型（共同施工方式）とし、代表者の出資比率は構成員のうち最大の出
資率（51％以上）とする。

　共同企業体結成後の辞退届提出期限については、入札執行時刻前までに提出とする。

　特定建設工事共同企業体資格審査申請書、特定建設工事共同企業体協定書、委任
状（事前提出用）及び各構成員ごとに特定建設工事共同企業体資格審査申請書（別紙）
を、次に掲げる日までに提出とする。
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